
４．新丸山ダム検証に係る検討の内容 

4.3.4 概略評価による治水対策案の抽出 

4.3.3で立案した治水対策案２１案について、検証要領細目に示されている「②概略評価によ

る治水対策案の抽出 2）」（以下参照）に従って概略評価を行い、各治水対策の特性に応じて５

分類に区分し、分類別に最も妥当と考えられる治水対策案を抽出した。抽出結果を 8に示

す。 

表 4.3.

 

治水対策案の５分類 

１．河道で流す対策案（断面を増やすもの）（ＨＷＬの変更を行わない） 

２．河道で流す対策案（断面を増やすもの）（ＨＷＬの変更を行う） 

３．流域で貯める対策案（貯留施設を設置するもの）（ＨＷＬの変更を行わない） 

４．分流する対策案（放水路を設置するもの）（ＨＷＬの変更を行わない） 

５．流域対策をする対策案（流域において、雨水貯留・浸透施設・水田の保全（機能強化）、

人工林の自然林化を実施するもの）（ＨＷＬの変更を行わない） 

 

 

 

【参考：検証要領細目より抜粋】 

多くの治水対策案を立案した場合は、概略評価を行い、１）に定める手法で治水対策案を除

いたり（棄却）、２）に定める手法で治水対策案を抽出したり（代表化）することによって、２

～５案程度を抽出する。 

１）次の例のように、評価軸で概略的に評価（この場合、必ずしも全ての評価軸で評価を行う

必要はない）とすると、一つ以上の評価軸に関して、明らかに不適当と考えられる結果と

なる場合、当該治水対策案を除くこととする。 

イ）制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考えられる案 

ロ）治水上の効果が極めて小さいと考えられる案 

ハ）コストが極めて高いと考えられる案 等 

なお、この段階において不適当とする治水対策案については、不適当とする理由を明示す

ることとし、該当する評価軸については可能な範囲で定量化して示す。 

２）同類の治水対策案がある場合は、それらの中で比較し最も妥当と考えられるものを抽出す

る。例えば、遊水地の適地が多くあって、複数の案が考えられるような場合、最も妥当と

考えられる案を抽出する。この例の場合、効果が同じであるならば、移転補償家屋数、コ

スト等について定量的な検討を行い、比較することが考えられる。 
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４．新丸山ダム検証に係る検討の内容 

表 4.3.8 概略評価による治水対策案の抽出 

   
治水対策案（実施内容） 
 

完成までに 
要する費用 
(億円) 

判
定
 

不適当と考えられる評価軸とその内
容 

備 考 
 

① 
 

３ 河道掘削 
 

約1,600 × ・コスト 
 

・コストが１－③ ７より
高い 

 

② 
 

４ 引堤 
 

約3,800 
 

× ・コスト 
 

・１の中でコストが最も
高い 

 

③ 
 

７ 河道掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約1,500 
 

○    

④ 
 

８ 引堤+河道掘削 約3,700 
 

× ・コスト 
 

・コストが１－③ ７より
高い 

 

⑤ 
 

９ 引堤 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約1,600 
 

× ・コスト 
 

・コストが１－③ ７より
高い 

 

１．河道で流す
対策案 
(河道の掘削、
引堤、堤防の
かさ上げ) 
（HWLの変更
を行わない） 
 

⑥ 
 

１６ 放水路(狭窄部)+河道
掘削＋河道内の樹木の伐
採 

約2,600 
 

× ・コスト 
 

・コストが１－③ ７より
高い 

 

① 
 

５ 堤防のかさ上げ 
 

約7,900 
 

× ・コスト 
 

・２の中でコストが最も
高い 

 

② 
 

７’河道掘削 
 ＋堤防のかさ上げ 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約2,400 
 

○   パブリックコメント
を踏まえて追加す
る治水対策案 

③ 
 

１０ 堤防のかさ上げ 
 ＋河道掘削 

約6,900 
 

× ・コスト 
 

・コストが２－② ７’より
高い 

 

２．河道で流す
対策案 
(河道の掘削、 
引堤、堤防の
かさ上げ) 
（HWLの変更
を行う） 

④ 
 

１１ 堤防のかさ上げ 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約2,500 
 

×
 

・コスト 
 

・コストが２－② ７’より
高い 

 

① 
 

１ ダムの有効活用（丸山ダ
ム：発電容量買い上げ＋利
水ダム：かさ上げ及び発電
容量買い上げ） 

関係河川使
用者等との
調整を伴うた
め不確定 

○
 

  関係河川使用者
の意見聴取によ
り実現性を確認 

② 
 

６ 調節地(三派川) 
 +河道の掘削 

約2,000 ×
 

・コスト 
 

・コストが３－⑤ １４よ
り高い 

 

③ 
 

１２ ダムの有効活用（丸山
ダム：発電容量買い上げ） 
＋河道の掘削 
＋河道内の樹木の伐採 

関係河川使
用者等との
調整を伴うた
め不確定 

○
 

  関係河川使用者
の意見聴取によ
り実現性を確認 

④ 
 

１３ ダムの有効活用（利水
ダム：かさ上げ） 
 ＋河道の掘削 

約5,100 
 

×
 

・コスト 
 

・コストが３－⑤ １４よ
り高い 
 

 

⑤ 
 

１４ 調節地(三派川) 
 +河道の掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約1,900 
 

○
 

   

３．流域で貯め
る対策案 
（調節池、ダム
の有効活用） 
（HWLの変更
を行わない） 
 

⑥ 
 

１９ 調節池（中流部） 
 

掘削のみで
約5,700以上
※1 

×
 

・コスト 
 

・３の中でコストが最も
高い 
 

パブリックコメント
を踏まえて追加す
る治水対策案 

① 
 

２ 放水路（上流区間、下流
区間） 

約17,000 
 

×
 

・コスト 
 

・コストが４－② １５よ
り高い 

 ４．分流する対
策案 
（放水路） 
（HWLの変更
を行わない） 

② 
 

１５ 放水路（上流区間） 
 ＋河道内の樹木の伐採 
 

約7,300 
 

○
 

   

① 
 

１７ 雨水貯留施設 
 +雨水浸透施設 
 +河道掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約2,600 
 

○
 

   

② 
 

１８ 雨水貯留施設 
 +雨水浸透施設 
 +水田の保全(機能の向上)
 +河道掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約3,200 
 

×
 

・コスト 
 

・コストが５－① １７よ
り高い 
 

 

５．流域対策を
実施する対策
案 
（雨水貯留・雨
水浸透施設、
水 田 の 保 全
（ 機 能 の 向
上）、人工林の
自然林化） 
（HWLの変更
を行わない） 
 

③ 
 

２０ 人工林の自然林化   
 +河道掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 
 

不確定 
 

×
 

･実現性 
 

・森林に手を入れること
による流出抑制機能の
改善を期待する方策で
あるが、効果をあらかじ
め定量的に見込むこと
はできない。 
・なお、森林の樹種によ
る機能の相違等につい
ては多様な意見がある
と考えている。 

パブリックコメント
を踏まえて追加す
る治水対策案 
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※ 1調節池本体に係る掘削費用のみを計上。この他、流入・放流施設、法面の保護等の費用が必要 
・対策箇所や事業費、数量については現時点のものであり、今後変更があり得るものである。 
・ダム中止に伴って発生する費用は含まれない。 
・建設発生土処理費用は、現状の処理場の受け入れ可能量を超える土量が発生する場合においても、全量処分できるものとして
算出している。 

 

 



４．新丸山ダム検証に係る検討の内容 

4.3.5 関係河川使用者等への意見聴取結果 

(1) 概略評価による治水対策案に対する意見聴取 

第４回新丸山ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場幹事会において、治水対策案

の概略評価の結果、治水対策案 1、7、7’、12、14、15、17 の７案を抽出し、治水対策案 1、12

の２案について関係河川使用者等へ意見聴取を行った。 

  
  治水対策案１：ダムの有効活用（丸山ダム：発電容量買い上げ＋利水ダム：かさ上げ及び発

電容量買い上げ） 
  治水対策案 12：ダムの有効活用（丸山ダム：発電容量買い上げ）＋河道の掘削＋河道内の樹

木の伐採 
 

(2) 治水対策案に対する意見聴取先 

治水対策案について、以下の関係河川使用者（ダムの有効活用に関係する施設の管理者や

関係者）に対して意見聴取を行った。 

 

表 4.3.9 治水対策案意見聴取先一覧 

 

県 市 県 市
岐阜県 長野県

関係河川使用者

中部電力株式会社
 関西電力株式会社  
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４．新丸山ダム検証に係る検討の内容 

(3) 意見聴取結果 

1) 対策案１：ダムの有効活用（丸山ダム：発電容量買い上げ＋利水ダム：かさ上げ及び

発電容量買い上げ）のうち、「発電容量買い上げ」に関するご意見 

関係河川 

使用者等 

ご意見の内容 

関西電力(株) 水力発電は、純国産の CO2を排出しない「再生可能エネルギー」とし

て重要な電源であり、さらに、貯水池や調整池を持つ水力発電所は、電

力需要が逼迫する時間帯における供給力の確保、年・週間調整や急激な

需要の変動への追随性等、その運転特性から電力系統の安定運用に重要

な役割を果たしています。 

また、東日本大震災以降、弊社供給エリア管内におきましても、電力の

需給バランスが非常に厳しい状況が続いており、お客さまには昨年の夏

から三度にわたり節電のお願いをしている状況であります。 

このような状況において、貴重な既設水力発電所の容量買い上げは、

供給責任を担う弊社として容認できないと考えます。 

なお、国のエネルギー政策においても、再生可能エネルギーのさらな

る導入が求められる中、既設水力発電所の貴重な再生可能エネルギーへ

の影響が多大なものとなる対策案を推進される場合においては、国の政

策として総合的に公益と便益を比較衡量の上、エネルギー政策への影響

等について、電気事業における監督官庁である資源エネルギー庁等を含

む関係機関との十分な調整が必要と考えます。 

中部電力(株) 水力発電は、純国産で CO2を排出しない再生可能エネルギーとして重

要な電源であります。さらに、貯水池や調整池を持つ水力発電所は、電

力需要が逼迫する夏場の供給力確保、年・週間調整や急激な需要の変動

への追随性等、その運転特性から電力系統の安定運用に重要な役割を果

たしています。 

また、平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災以降、弊社は中西

日本をはじめとした日本全体の需給逼迫の懸念から、弊社エリア内の安

定供給を前提とした電力の融通を実施するとともに、お客さまに節電を

お願いしている状況にあり、供給力確保に資する水力発電の役割はより

一層重要なものとなっております。 

さらに、代替電源を確保することが困難な状況であることを踏まえる

と、弊社の木曽川水系の水力発電所の発電電力量の減少、電力需給の調

整能力の低下等の影響を及ぼすこととなる発電容量の買い上げには、同

意することはできません。 

長野県 治水対策案の評価にあたっては、関係機関等と十分な調整が必要です。

また、発電容量の買い上げに伴う、電源立地地域である木曽郡王滝村へ

の影響について考慮願います。 
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４．新丸山ダム検証に係る検討の内容 

2) 対策案 1：ダムの有効活用（丸山ダム：発電容量買い上げ＋利水ダム：かさ上げ及び

発電容量買い上げ）のうち、「かさ上げ」に関するご意見 

関係河川 

使用者等 

ご意見の内容 

岐阜県 

 

 

大井ダム及び笠置ダムのかさ上げに伴う水没範囲の拡大により、新た

な家屋移転８３戸、付替道路約４，４００ｍ等が必要となり、地域に多

大な社会的影響が生じることから、不適切である。 

関西電力(株) 水力発電は、純国産の CO2を排出しない「再生可能エネルギー」とし

て重要な電源であり、さらに、貯水池や調整池を持つ水力発電所は、電

力需要が逼迫する時間帯における供給力の確保、年・週間調整や急激な

需要の変動への追随性等、その運転特性から電力系統の安定運用に重要

な役割を果たしています。 

弊社発電専用利水ダムのかさ上げによる代替案は、発電設備ならびに

発生電力(当該ダムの上流に位置する発電所の減電を含む)などへの影響

が懸念され、さらに、弊社発電専用利水ダムに不特定容量を付加される

ことによるダムの管理・運用等においても様々な問題が考えられること

から、容易に容認できるものではないと考えます。 

なお、国のエネルギー政策においても、再生可能エネルギーのさらな

る導入が求められる中、既設水力発電所の貴重な再生可能エネルギーへ

の影響が懸念される対策案を推進される場合においては、国の政策とし

て総合的に公益と便益を比較衡量の上、エネルギー政策への影響等につ

いて、電気事業における監督官庁である資源エネルギー庁等を含む関係

機関との十分な調整が必要と考えます。 

中部電力(株) 弊社ダム(秋神)および発電参画しているダム(岩屋)の再開発(かさ上げ)

に係る詳細設計を実施できない現状においては､発電設備および運用(工

事期間中の発電制約を含める)に与える影響は不明確でありますが､弊社

としては再開発により電力の安定供給に支障をきたすことを懸念してお

ります｡ 

したがいまして､具体化する場合には弊社と事前に十分な調整を実施

いただきますようお願いいたします｡ 
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４．新丸山ダム検証に係る検討の内容 

3) 対策案 12：ダムの有効活用（丸山ダム：発電容量買い上げ）＋河道の掘削＋河道内

の樹木の伐採 

関係河川 

使用者等 

ご意見の内容 

関西電力(株) 水力発電は、純国産の CO2を排出しない「再生可能エネルギー」とし

て重要な電源であり、さらに、貯水池や調整池を持つ水力発電所は、電

力需要が逼迫する時間帯における供給力の確保、年・週間調整や急激な

需要の変動への追随性等、その運転特性から電力系統の安定運用に重要

な役割を果たしています。 

また、東日本大震災以降、弊社供給エリア管内におきましても、電力の

需給バランスが非常に厳しい状況が続いており、お客さまには昨年の夏

から三度にわたり節電のお願いをしている状況であります。 

このような状況において、貴重な既設水力発電所の容量買い上げは、

供給責任を担う弊社として容認できないと考えます。 

なお、国のエネルギー政策においても、再生可能エネルギーのさらな

る導入が求められる中、既設水力発電所の貴重な再生可能エネルギーへ

の影響が多大なものとなる対策案を推進される場合においては、国の政

策として総合的に公益と便益を比較衡量の上、エネルギー政策への影響

等について、電気事業における監督官庁である資源エネルギー庁等を含

む関係機関との十分な調整が必要と考えます。 
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４．新丸山ダム検証に係る検討の内容 

(4) 意見聴取結果を踏まえた対策案の追加検討 

治水対策案１、治水対策案 12 に対する、関係河川使用者等からいただいたご意見を踏まえ、

治水対策案 1、治水対策案 12については、実現性の観点から抽出しないこととした。 

 

＜治水対策案 1：ダムの有効活用（丸山ダム：発電容量買い上げ＋利水ダム＋かさ上げ及び発

電容量買い上げ＞ 

＜治水対策案 12：ダムの有効活用（丸山ダム：発電容量買い上げ＋河道の掘削＋河道内の樹木

の伐採＞ 

 【関係河川使用者等からのご意見】 

  （ダムの発電容量買い上げ、ダムのかさ上げ） 

  「貴重な既設水力発電所の容量買い上げは、社会的責任の観点からも容認できない」（関西

電力(株)）、「水力発電所の発電力量の減少、電力需給の調整能力の低下等の影響を及ぼす

こととなる発電容量の買い上げには、同意することはできない」（中部電力(株)）、「発電専

用利水ダムのかさ上げによる代替案は発電設備ならびに発生電力などへの影響が懸念され、

さらに治水容量が付加されることによるダムの管理・運用等においても様々な問題が考え

られることから、容易に容認できるものではない」(関西電力(株))、「再開発により電力の

安定供給に支障をきたすことを懸念する」（中部電力(株)）とのご意見をいただいた。 

 【検討主体の考え方】 

施設の管理者である発電事業者からいただいたご意見を踏まえ、ダムの有効活用（発電容

量の買い上げ、ダムのかさ上げ）を含む治水対策案１、治水対策案１２については、概略

評価により実現性の観点から抽出しない。 
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４．新丸山ダム検証に係る検討の内容 

表 4.3.10 概略評価による治水対策案の抽出（追加検討） 

   
治水対策案（実施内容） 
 

完成までに 
要する費用 
(億円) 

判
定
 

不適当と考えられる評価軸とその
内容 

備考 
 

① 
 

３ 河道掘削 
 

約1,600 × ・コスト
 

・コストが１－③ ７より
高い 

 

② 
 

４ 引堤 
 

約3,800 
 

× ・コスト
 

・１の中でコストが最も
高い 

 

③ 
 

７ 河道掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約1,500 
 

○    

④ 
 

８ 引堤+河道掘削 約3,700 
 

× ・コスト
 

・コストが１－③ ７より
高い 

 

⑤ 
 

９ 引堤 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約1,600 
 

× ・コスト
 

・コストが１－③ ７より
高い 

 

１．河道で流す
対策案 
(河道の掘削、
引堤、堤防の
かさ上げ) 
（HWLの変更
を行わない） 
 

⑥ 
 

１６ 放水路(狭窄部)+河道
掘削＋河道内の樹木の伐
採 

約2,600 
 

× ・コスト
 

・コストが１－③ ７より
高い 

 

① 
 

５ 堤防のかさ上げ 
 

約7,900 
 

× ・コスト
 

・２の中でコストが最も
高い 

 

② 
 

７’河道掘削 
 ＋堤防のかさ上げ 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約2,400 
 

○   パブリックコメント
を踏まえて追加
する治水対策案 

③ 
 

１０ 堤防のかさ上げ 
 ＋河道掘削 

約6,900 
 

× ・コスト
 

・コストが２－② ７’より
高い 

 

２．河道で流す
対策案 
(河道の掘削、 
引堤、堤防の
かさ上げ) 
（HWLの変更
を行う） 

④ 
 

１１ 堤防のかさ上げ 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約2,500 
 

×
 

・コスト
 

・コストが２－② ７’より
高い 

 

① 
 

１ ダムの有効活用（丸山ダ
ム：発電容量買い上げ＋利
水ダム：かさ上げ及び発電
容量買い上げ） 

関係河川使
用者等との
調整を伴うた
め不確定 

×
 

実現性 ・治水対策案の立案、抽
出に際して、関係河川
使用者等に意見を聞い
たところ「容認できない」
「同意できない」との回
答があった 

【関係河川使用者
の意見】 

② 
 

６ 調節地(三派川) 
 +河道の掘削 

約2,000 ×
 

・コスト
 

・コストが３－⑤ １４よ
り高い 

 

③ 
 

１２ ダムの有効活用（丸山
ダム：発電容量買い上げ） 
＋河道の掘削 
＋河道内の樹木の伐採 

関係河川使
用者等との
調整を伴うた
め不確定 

×
 

実現性 ・治水対策案の立案、抽
出に際して、関係河川
使用者等に意見を聞い
たところ「容認できない」
「同意できない」との回
答があった 

【関係河川使用者
の意見】 

④ 
 

１３ ダムの有効活用（利水
ダム：かさ上げ） 
 ＋河道の掘削 

約5,100 
 

×
 

・コスト
 

・コストが３－⑤ １４よ
り高い 
 

 

⑤ 
 

１４ 調節地(三派川) 
 +河道の掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約1,900 
 

○
 

   

３．流域で貯め
る対策案 
（調節池、ダム
の有効活用） 
（HWLの変更
を行わない） 
 

⑥ 
 

１９ 調節池（中流部） 
 

掘削のみで
約5,700以上
※1 

×
 

・コスト
 

・３の中でコストが最も
高い 
 

パブリックコメント
を踏まえて追加
する治水対策案 

① 
 

２ 放水路（上流区間、下流
区間） 

約17,000 
 

×
 

・コスト
 

・コストが４－② １５よ
り高い 

 ４．分流する対
策案 
（放水路） 
（HWLの変更
を行わない） 

② 
 

１５ 放水路（上流区間） 
 ＋河道内の樹木の伐採 
 

約7,300 
 

○
 

   

① 
 

１７ 雨水貯留施設 
 +雨水浸透施設 
 +河道掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約2,600 
 

○
 

   

② 
 

１８ 雨水貯留施設 
 +雨水浸透施設 
 +水田の保全(機能の向上)
 +河道掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 

約3,200 
 

×
 

・コスト
 

・コストが５－① １７よ
り高い 
 

 

５．流域対策を
実施する対策
案 
（雨水貯留・雨
水浸透施設、
水 田 の 保 全
（ 機 能 の 向
上）、人工林の
自然林化） 
（HWLの変更
を行わない） 
 

③ 
 

２０ 人工林の自然林化   
 +河道掘削 
 ＋河道内の樹木の伐採 
 

不確定 
 

×
 

・ 実 現
性 
 

・森林に手を入れること
による流出抑制機能の
改善を期待する方策で
あるが、効果をあらかじ
め定量的に見込むこと
はできない。 
・なお、森林の樹種によ
る機能の相違等につい
ては多様な意見がある
と考えている。 

パブリックコメント
を踏まえて追加
する治水対策案 
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４．新丸山ダム検証に係る検討の内容 

 

4.3.6 治水対策案の評価軸ごとの評価 

新丸山ダムを含む治水対策案と、概略評価により抽出された治水対策案を合わせた 6 案の対

策案を抽出し、検証要領細目に示されている 7 つの評価軸により評価を行った。評価にあたっ

ては、関係地方公共団体からなる検討の場において構成員から出された見解や、関係河川使用者

等からいただいた意見も反映した。 

 

表 4.3.11 治水対策案の名称 

概略評価による抽出時の治水対策案の名称 評価軸ごとの治水対策案の

名称 

現計画（ダム案）：河川整備計画（新丸山ダム変更計画（案）

      ＋河道内の樹木の伐採） 

新丸山ダム案 

治水対策案 7 ：河道の掘削＋河道内の樹木の伐採 河道掘削案 

治水対策案 7’  ：堤防のかさ上げ＋河道の掘削 

＋河道内の樹木の伐採 

堤防かさ上げ案 

治水対策案 14 ：調整池（三派川）＋河道の掘削 

＋河道内の樹木の伐採 

調整池案 

治水対策案 15 ：放水路（捷水路）＋河道内の樹木の伐採 放水路案 

治水対策案 17 ：雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋河道の掘削

＋河道内の樹木の伐採 

流域対策案 

※二線堤、森林の保全、水田の保全、洪水の予測、情報の提供等、水害保険等については、効果をあらか

じめ定量的に見込むことはできないが、河道・流域管理、災害時の被害軽減の観点から推進を図る努力

を継続する方策として、全ての対策案に組み合わせる。 

 

評価結果については、 12 (1)～(10)に示す。 表 4.3.

 

 

 

 

 4-121



 

 

4-122

・河川整備計画の目標流量を計画高水位
以下で流すことが出来る。

・新丸山ダム案と同程度の安全を確保で
きる。

・新丸山ダム案と同程度の安全を確保で
きる。（なお、堤防をかさ上げした区間
（約11km）は新丸山ダム案よりも計画高
水位が高くなる）
・堤防のかさ上げをした区間において、
その他の案よりも水位は高くなり、仮に
決壊した場合、被害がその他の案より大
きくなる恐れがある。

・新丸山ダム案と同程度の安全を確保で
きる。

・新丸山ダム案と同程度の安全を確保で
きる。

・新丸山ダム案と同程度の安全を確保で
きる。

【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。（なお、新丸山
ダム案と比較すると、河道の水位が計画
高水位を超える区間は長く、またその超
える程度が大きくなる区間が長い。）

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位（堤防かさ上げに伴い引き上げた後の
計画高水位）を超える区間がある。（な
お、新丸山ダム案と比較すると、河道の
水位が計画高水位を超える区間は長く、
またその超える程度が大きくなる区間が
長い。)

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。（なお、新丸山
ダム案と比較すると、河道の水位が計画
高水位を超える区間は長く、またその超
える程度が大きくなる区間が長い。）

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。（なお、新丸山
ダム案と比較すると、河道の水位が計画
高水位を超える区間は長く、またその超
える程度が大きくなる区間が長い。）

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。（なお、新丸山
ダム案と比較すると、河道の水位が計画
高水位を超える区間は長く、またその超
える程度が大きくなる区間が長い。）

【河川整備基本方針レベルより大きい規
模の洪水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規
模の洪水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規
模の洪水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規
模の洪水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規
模の洪水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規
模の洪水】

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。（なお、水位が
整備を想定している堤防高を超える区間
がある。）

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。 （なお、水位
が整備を想定している堤防高を超える区
間がある。）

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位（堤防かさ上げに伴い引き上げた後の
計画高水位）を超える区間がある。
（なお、水位が整備を想定している堤防
高を超える区間がある。）

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。（なお、水位が
整備を想定している堤防高を超える区間
がある。）

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。 （なお、水位
が整備を想定している堤防高を超える区
間がある。）

・降雨の時間分布、地域分布、規模等に
よって異なるが、河道の水位は計画高水
位を超える区間がある。（なお、水位が
整備を想定している堤防高を超える区間
がある。）

【局地的な大雨】
・河道の水位が木曽川の計画高水位を上
回るまでは洪水を流下させることができ
る。
・局地的な大雨が新丸山ダム上流域で発
生した場合、新丸山ダムの容量を上回る
までは洪水調節可能である。

【局地的な大雨】
・河道の水位が木曽川の計画高水位を上
回るまでは洪水を流下させることができ
る。

【局地的な大雨】
・河道の水位が木曽川の計画高水位を上
回るまでは洪水を流下させることができ
る。

【局地的な大雨】
・河道の水位が木曽川の計画高水位を上
回るまでは洪水を流下させることができ
る。
・局地的な大雨が調節池上流域で発生し
た場合、調節池の容量を上回るまでは洪
水調節可能である。

【局地的な大雨】
・河道の水位が木曽川の計画高水位を上
回るまでは洪水を流下させることができ
る。

【局地的な大雨】
・河道の水位が木曽川の計画高水位を上
回るまでは洪水を流下させることができ
る。

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

治水対策案１５
放水路案

治水対策案１７
流域対策案

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採

評価軸と評価の考え方

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採

（１）安全度
(被害軽減効果）

●河川整備計画レベ
ルの目標に対し安全
度を確保できるか

●目標を上回る洪水
等が発生した場合に
どのような状態とな
るか

 

表 4.3.12(1) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ①安全度（1/2） 
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表 4.3.12(2) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ①安全度（2/2） 

【１０年後】
・新丸山ダムは、事業実施中であり効果
の発現は見込めないと想定される。

・河道内の樹木の伐採等の河道改修につ
いては、改修を行った区間から順次効果
を発現していると想定される。

【１０年後】
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採等
の河道改修については、改修を行った区
間から順次効果を発現していると想定さ
れる。

【１０年後】
・河道の掘削、堤防のかさ上げ及び河道
内の樹木の伐採等の河道改修について
は、改修を行った区間から順次効果を発
現していると想定される。

【１０年後】
・調節池は完成し、調節池の建設地付近
を含む下流区間に効果を発現していると
想定される。

・河道の掘削、河道内の樹木の伐採等の
河道改修については、改修を行った区間
から順次効果を発現していると想定され
る。

【１０年後】
・放水路については、事業実施中である
が、完成した放水路から順次効果を発現
していると想定される。

・河道内の樹木の伐採等の河道改修につ
いては、改修を行った区間から順次効果
を発現していると想定される。

【１０年後】
・雨水貯留施設等については、事業実施
中であり、施工箇所から順次雨水貯留施
設等下流区間に効果を発現していると想
定される。

・河道の掘削、河道内の樹木の伐採等の
河道改修については、改修を行った区間
から順次効果を発現していると想定され

【２０年後】
・新丸山ダムは完成し、新丸山ダム下流
区間に効果を発現していると想定され
る。

・河道内の樹木の伐採等の河道改修につ
いては、改修を行った区間から順次効果
を発現していると想定される。

【２０年後】
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採等
の河道改修については、改修を行った区
間から順次効果を発現していると想定さ
れる。

【２０年後】
・河道の掘削、堤防のかさ上げ及び河道
内の樹木の伐採等の河道改修について
は、改修を行った区間から順次効果を発
現していると想定される。

【２０年後】
・調節池は完成し、調節池の建設地付近
を含む下流区間に効果を発現していると
想定される。

・河道の掘削、河道内の樹木の伐採等の
河道改修については、改修を行った区間
から順次効果を発現していると想定され
る。

【２０年後】
・放水路については、事業実施中である
が、完成した放水路から順次効果を発現
していると想定される。

・河道内の樹木の伐採等の河道改修につ
いては、改修を行った区間から順次効果
を発現していると想定される。

【２０年後】
・雨水貯留施設等については、事業実施
中であるが、完成した雨水貯留施設等か
ら順次効果を発現していると想定され
る。

・河道の掘削、河道内の樹木の伐採等の
河道改修については、改修を行った区間
から順次効果を発現していると想定され
る。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

※予算の状況等により変動する場合があ
る。

・河川整備計画の計画対象区間において
は、河川整備計画で想定している目標流
量を計画高水位以下で流下させることが
できる。

・河川整備計画の計画対象区間において
は、新丸山ダム案と同程度の安全を確保
できる。

・河川整備計画の計画対象区間において
は、新丸山ダム案と同程度の安全を確保
できる。

・河川整備計画の計画対象区間において
は、新丸山ダム案と同程度の安全を確保
できる。

・河川整備計画の計画対象区間において
は、新丸山ダム案と同程度の安全を確保
できる。

・河川整備計画の計画対象区間において
は、新丸山ダム案と同程度の安全を確保
できる。

・新丸山ダム下流の県管理区間（新丸山
ダム～今渡ダム地点）においても、直轄
区間における河川整備計画において目標
としている、戦後最大となる昭和58年9
月洪水が発生しても、家屋等浸水被害を
発生させず流下させることができる。

・新丸山ダム下流の県管理区間（新丸山
ダム～今渡ダム地点）においても、直轄
区間における河川整備計画において目標
としている、戦後最大となる昭和58年9
月洪水が発生しても、新丸山ダム案と同
程度の安全を確保できる。

・新丸山ダム下流の県管理区間（新丸山
ダム～今渡ダム地点）においても、直轄
区間における河川整備計画において目標
としている、戦後最大となる昭和58年9
月洪水が発生しても、新丸山ダム案と同
程度の安全を確保できる。

・新丸山ダム下流の県管理区間（新丸山
ダム～今渡ダム地点）においても、直轄
区間における河川整備計画において目標
としている、戦後最大となる昭和58年9
月洪水が発生しても、新丸山ダム案と同
程度の安全を確保できる。

・新丸山ダム下流の県管理区間（新丸山
ダム～今渡ダム地点）においても、直轄
区間における河川整備計画において目標
としている、戦後最大となる昭和58年9
月洪水が発生しても、新丸山ダム案と同
程度の安全を確保できる。

・新丸山ダム下流の県管理区間（新丸山
ダム～今渡ダム地点）においても、直轄
区間における河川整備計画において目標
としている、戦後最大となる昭和58年9
月洪水が発生しても、新丸山ダム案と同
程度の安全を確保できる。

治水対策案１５
放水路案

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案１７
流域対策案

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

評価軸と評価の考え方

（１）安全度
(被害軽減効果）

●段階的にどのよう
な効果が確保されて
いくのか

●どのような範囲で
どのような効果が確
保されていくのか
（上下流や支川等に
おける効果）
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表 4.3.12(3) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ②コスト 

・約1,250億円

うち新丸山ダム残事業費約710億円（洪
水調節分）

※新丸山ダム残事業費 約710億円（洪水
調節分）については、事業等の点検に示
す残事業費約1,321億円に、特定多目的
ダム法施行令（昭和32年政令第188号）
第二条（分離費用身替り妥当支出法）に
基づく計算により算出したアロケ率を乗
じて算出した。

・約1,470億円

うち新丸山ダムの効果量に相当する河道
掘削費等約930億円

・約2,280億円

うち新丸山ダムの効果量に相当する河道
掘削費等約1,740億円

・約1,800億円

うち新丸山ダムの効果量に相当する調節
池、河道掘削費等約1,260億円

・約7,180億円

うち新丸山ダムの効果量に相当する放水
路、河道内の樹木の伐採費等約6,640億
円

・約2,560億円

うち新丸山ダムの効果量に相当する雨水
貯留施設、雨水浸透施設、河道掘削費等
約2,020億円

約90百万円／年

うち、新丸山ダム分は、
　約80百万円／年

※維持管理に要する費用は、新丸山ダム
の整備に伴う増加分（既設丸山ダムに係
る維持管理費からの増加分）を計上し
た。

約150百万円／年

※維持管理に要する費用は、河道掘削案
の実施に伴う増加分を計上した
※既設河川施設の維持管理費を除く
※既設丸山ダムの維持管理費を除く

・河道の掘削を実施した区間において再
び土砂が堆積する場合は、上記の他に掘
削にかかる費用が必要となる可能性があ

る。（河道掘削量　約270万m
3）

約160百万円／年

※維持管理に要する費用は、堤防かさ上
げ案の実施に伴う増加分を計上した
※既設河川施設の維持管理費を除く
※既設丸山ダムの維持管理費を除く

・河道の掘削を実施した区間において再
び土砂が堆積する場合は、上記の他に掘
削にかかる費用が必要となる可能性があ

る。（河道掘削量　約250万m3）

約210百万円／年

※維持管理に要する費用は、調節池案の
実施に伴う増加分を計上した
※既設河川施設の維持管理費を除く
※既設丸山ダムの維持管理費を除く

・河道の掘削を実施した区間において再
び土砂が堆積する場合は、上記の他に掘
削にかかる費用が必要となる可能性があ

る。（河道掘削量　約270万m3）

約980百万円／年

※維持管理に要する費用は、放水路案の
実施に伴う増加分を計上した
※既設河川施設の維持管理費を除く
※既設丸山ダムの維持管理費を除く

約150百万円／年

※維持管理に要する費用は、流域対策案
の実施に伴う増加分を計上した
※既設河川施設の維持管理費を除く
※既設丸山ダムの維持管理費を除く

・河道の掘削を実施した区間において再
び土砂が堆積する場合は、上記の他に掘
削にかかる費用が必要となる可能性があ

る。（河道掘削量　約270万m3）

【中止に伴う費用】
・発生しない。

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策

に約10億円程度※が必要と見込んでい
る。
・国が事業を中止した場合には特定多目
的ダム法に基づき利水者負担金の還付が
発生する。なお、これまでの利水者負担

金の合計は約8億円※である。
　なお、国が事業を中止した場合は、特
定多目的ダム法に基づき費用負担につい
て関係利水者の同意を得なければならな
い。

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策

に約10億円程度※が必要と見込んでい
る。
・国が事業を中止した場合には特定多目
的ダム法に基づき利水者負担金の還付が
発生する。なお、これまでの利水者負担

金の合計は約8億円※である。
　なお、国が事業を中止した場合は、特
定多目的ダム法に基づき費用負担につい
て関係利水者の同意を得なければならな
い。

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策

に約10億円程度※が必要と見込んでい
る。
・国が事業を中止した場合には特定多目
的ダム法に基づき利水者負担金の還付が
発生する。なお、これまでの利水者負担

金の合計は約8億円※である。
　なお、国が事業を中止した場合は、特
定多目的ダム法に基づき費用負担につい
て関係利水者の同意を得なければならな
い。

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策

に約10億円程度※が必要と見込んでい
る。
・国が事業を中止した場合には特定多目
的ダム法に基づき利水者負担金の還付が
発生する。なお、これまでの利水者負担

金の合計は約8億円※である。
　なお、国が事業を中止した場合は、特
定多目的ダム法に基づき費用負担につい
て関係利水者の同意を得なければならな
い。

【中止に伴う費用】
・施工済み又は施工中の現場の安全対策

に約10億円程度※が必要と見込んでい
る。
・国が事業を中止した場合には特定多目
的ダム法に基づき利水者負担金の還付が
発生する。なお、これまでの利水者負担

金の合計は約8億円※である。
　なお、国が事業を中止した場合は、特
定多目的ダム法に基づき費用負担につい
て関係利水者の同意を得なければならな
い。

【関連して必要となる費用】
・移転を強いられる水源地と、受益地と
の地域間で利害が異なることを踏まえ、
水源地域対策特別措置法に基づき実施す
る事業（水特事業）が実施される。（な
お、平成２年３月に水特法に基づくダム
指定を受けている。）

【その他留意事項】
・新丸山ダム建設を前提とした水特事業
の残事業の実施の扱いについて、今後検
討する必要がある。

※費用はいずれも共同費ベース。

【その他留意事項】
・新丸山ダム建設を前提とした水特事業
の残事業の実施の扱いについて、今後検
討する必要がある。

※費用はいずれも共同費ベース。

【その他留意事項】
・新丸山ダム建設を前提とした水特事業
の残事業の実施の扱いについて、今後検
討する必要がある。

※費用はいずれも共同費ベース。

【その他留意事項】
・新丸山ダム建設を前提とした水特事業
の残事業の実施の扱いについて、今後検
討する必要がある。

※費用はいずれも共同費ベース。

【その他留意事項】
・新丸山ダム建設を前提とした水特事業
の残事業の実施の扱いについて、今後検
討する必要がある。

※費用はいずれも共同費ベース。

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採

評価軸と評価の考え方

（２）コスト

●完成までに要する
費用はどれくらいか

●維持管理に要する
費用はどれくらいか

●その他の費用（ダ
ム中止に伴って発生
する費用等はどれく
らいか）

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

治水対策案１５
放水路案

治水対策案１７
流域対策案
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表 4.3.12(4) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ③実現性(1/2) 

【新丸山ダム】
・新丸山ダムに必要な用地取得及び家屋
移転は、地元地権者等からなる新丸山ダ
ム補償基準交渉委員会連合会との協定を
平成4年3月に妥結し、平成23年度末時点
において、用地取得は約98%（残り3ha）
となっており、家屋移転は49戸全てが完
了している。

【調節池】約90ha（約310万m3）
・調節池により約40haの用地の買収及び

約110万m3の残土が発生する見込みであ
り、今後、処分地を確保する必要がある
が、現時点では、土地所有者等に説明等
を行っていない。

【放水路】
・放水路の設置に伴い放水路呑口及び吐
口付近の用地買収または地上権設定が必
要となることが想定される。なお、現時
点では、本対策案について土地所有者等
に説明等を行っていない。

・また、約110万m3の残土が発生する見込
みであり、今後、処分地を確保する必要
があるが、現時点では、土地所有者等に
説明等を行っていない。

【雨水貯留施設】
・雨水貯留施設の対象となる130箇所の
学校、公園への設置が必要であり、施設
管理者等との合意形成が必要である。な
お、現時点では、本対策案について土地
所有者等に説明等を行っていない。

【雨水浸透施設】
・雨水浸透施設の対象となる家屋約25万
戸への設置が必要であり、土地所有者等
との合意形成が必要である。なお、現時
点では、本対策案について土地所有者等
に説明等を行っていない。

【河道改修】
・河道内の樹木伐採等における用地買収
面積は1haである。なお、現時点では土
地所有者等に説明を行っていない。

【河道改修】
・用地買収面積は新丸山ダム案の約３倍

（約3ha（河道掘削等）/1ha※）であり、
土地所有者等の同意を得るための交渉に
新丸山ダム案より時間を要する見通しで
ある。なお、現時点では、本対策案につ
いて土地所有者等に説明を行っていな
い。

※新丸山ダム案（樹木伐採、堤防強化
等）における用地買収面積

【河道改修】
・用地買収面積は新丸山ダム案の約１４
倍（約14ha（河道の掘削、堤防のかさ上

げ等）/1ha※）であり、土地所有者等の
同意を得るための交渉に新丸山ダム案よ
り時間を要する見通しである。なお、現
時点では、本対策案について土地所有者
等に説明を行っていない。

※新丸山ダム案（樹木伐採、堤防強化
等）における用地買収面積

・なお、堤防かさ上げ区間においては、
S58.9.28豪雨災害対応の直轄河川激甚災
害特別緊急事業による築堤の際に立ち退
きを実施した経緯があるが、同地区での
再度の家屋移転を伴う。

【河道改修】
・用地買収面積は新丸山ダム案の約３倍

（約3ha（河道掘削等）/1ha※）であり、
土地所有者等の同意を得るための交渉に
新丸山ダム案より時間を要する見通しで
ある。なお、現時点では、本対策案につ
いて土地所有者等に説明を行っていな
い。

※新丸山ダム案（樹木伐採、堤防強化
等）における用地買収面積

【河道改修】
・用地買収面積は新丸山ダム案と同程度
であり、土地所有者等の同意を得るため
の交渉は新丸山ダム案と同程度と想定さ
れる。なお、現時点では、土地所有者等
に説明等を行っていない。

【河道改修】
・用地買収面積は新丸山ダム案の約３倍

（約3ha（河道掘削等）/1ha※）であり、
土地所有者等の同意を得るための交渉に
新丸山ダム案より時間を要する見通しで
ある。なお、現時点では、本対策案につ
いて土地所有者等に説明を行っていな
い。

※新丸山ダム案（樹木伐採、堤防強化
等）における用地買収面積

・河道内の樹木の伐採については 今後
の事業進捗に合わせて土地所有者と合意
形成を図っていく必要があるが、現時点
では、土地所有者等に説明等を行ってい
ない。

・河道改修は、河道の掘削及び河道内の
樹木の伐採で対応することを基本として

おり、河道の掘削に伴い約270万m3の残土
が発生する見込みであり、今後、処分地
を確保する必要があるが、現時点では、
土地所有者等に説明等を行っていない。
また、河道内の樹木の伐採については、
今後の事業進捗に合わせて土地所有者と
合意形成を図っていく必要があるが、現
時点では、土地所有者等に説明等を行っ
ていない。

・河道改修は、河道の掘削、堤防のかさ
上げ及び河道内の樹木の伐採で対応する
ことを基本としており、河道の掘削に伴

い約250万m3 の残土が発生する見込みで
あり、今後、処分地を確保する必要があ
るが、現時点では、土地所有者等に説明
等を行っていない。また、河道内の樹木
の伐採については、今後の事業進捗に合
わせて土地所有者と合意形成を図ってい
く必要があるが、現時点では、土地所有
者等に説明等を行っていない。

・河道改修は、河道の掘削及び河道内の
樹木の伐採で対応することを基本として

おり、河道の掘削に伴い約270万m3 の残
土が発生する見込みであり、今後、処分
地を確保する必要があるが、現時点で
は、土地所有者等に説明等を行っていな
い。また、河道内の樹木の伐採について
は、今後の事業進捗に合わせて土地所有
者と合意形成を図っていく必要がある
が、現時点では、土地所有者等に説明等
を行っていない。

・河道改修は、河道の掘削及び河道内の
樹木の伐採で対応することを基本として

おり、河道の掘削に伴い約270万m3の残土
が発生する見込みであり、今後、処分地
を確保する必要があるが、現時点では、
土地所有者等に説明等を行っていない。
また、河道内の樹木の伐採については、
今後の事業進捗に合わせて土地所有者と
合意形成を図っていく必要があるが、現
時点では、土地所有者等に説明等を行っ
ていない。

治水対策案１５
放水路案

治水対策案１７
流域対策案

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

評価軸と評価の考え方

（３）実現性
●土地所有者等の協
力の見通しはどうか

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
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表 4.3.12(5) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ③実現性(2/2) 

【新丸山ダム】
・新丸山ダムの基本計画に対する既設丸
山ダムの措置（所有権の帰属、特定多目
的ダム法に基づく多目的ダムとす
る。）、関連発電所の取扱い（笠置発電
所等の機能回復補償）等については、関
西電力(株)と基本的な合意がなされてい
るが、新丸山ダム変更計画（案）に対す
る調整を実施していく必要がある。
・新丸山ダム建設に伴う漁業関係者との
調整を実施していく必要がある。
・新丸山ダム変更計画(案）による付替
道路施工に伴い、道路管理者との調整を
実施していく必要がある。

【調節池】
・調節池の新設に伴い、関係機関等との
調整が必要となる。

【放水路】
・放水路の新設に伴い、関係機関等との
調整が必要となる。

【雨水貯留施設】
・雨水貯留施設の新設に伴い、施設管理
者等の関係機関等との調整が必要にな
る。

【雨水浸透施設】
・雨水浸透施設の新設に伴い、関係機関
等との調整が必要になる。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採に伴う関係河川使
用者との調整は、従来通り実施していく
必要がある。

【河道改修】
・河道の掘削、河道内の樹木の伐採に伴
う関係河川使用者との調整は、従来通り
実施していく必要がある。

・関係機関との合意形成が必要となる
が、関係自治体からは、名勝木曽川、飛
騨木曽川国定公園における河道掘削を含
む案について反対等の意見をいただいて
いる。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採に伴う関係河川使
用者との調整は、従来通り実施していく
必要がある。

【河道改修】
・河道の掘削、河道内の樹木の伐採に伴
う関係河川使用者との調整は、従来通り
実施していく必要がある。

・関係機関との合意形成が必要となる
が、関係自治体からは、名勝木曽川、飛
騨木曽川国定公園における河道掘削を含
む案について反対等の意見をいただいて
いる。

・現行法制度のもとで新丸山ダム案を実
施することは可能である。

・現行法制度のもとで河道掘削案を実施
することは可能であるが、関係者との協
議が必要である。

・なお、事業地は、名勝木曽川、飛騨木
曽川国定公園内であり河道の掘削につい
ては、文化財保護法及び自然公園法に基
づく関係機関との協議を実施していく必
要がある。

・現行法制度のもとで堤防かさ上げ案を
実施することは可能であるが、関係者と
の協議が必要である。

・なお、事業地は、名勝木曽川、飛騨木
曽川国定公園内であり河道の掘削につい
ては、文化財保護法及び自然公園法に基
づく関係機関との協議を実施していく必
要がある。但し、河道掘削案、調節池
案、流域対策案より河道の掘削量は少な
い。

・現行法制度のもとで調節地案を実施す
ることは可能であるが、関係者との協議
が必要である。

・なお、事業地は、名勝木曽川、飛騨木
曽川国定公園内であり河道の掘削につい
ては、文化財保護法及び自然公園法に基
づく関係機関との協議を実施していく必
要がある。

・現行法制度のもとで放水路案を実施す
ることは可能である。

・現行法制度のもとで流域対策案を実施
することは可能であるが、関係者との協
議が必要である。

・なお、事業地は、名勝木曽川、飛騨木
曽川国定公園内であり河道の掘削につい
ては、文化財保護法及び自然公園法に基
づく関係機関との協議を実施していく必
要がある。

・既設ダムの機能を維持しながらのかさ
上げについて、これまでにダムの安全性
や施工性、既設発電所の対策について技
術的な調査・検討を行っており、実現性
の隘路となる要素はないと考えている。

・今後も、学識者等の指導・助言をいた
だきながら進める必要がある。

・技術上の観点から実現性の隘路となる
要素はない。

・技術上の観点から実現性の隘路となる
要素はない。

・技術上の観点から実現性の隘路となる
要素はない。

・技術上の観点から実現性の隘路となる
要素はない。

・技術上の観点から実現性の隘路となる
要素はない。

治水対策案１５
放水路案

治水対策案１７
流域対策案

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採

評価軸と評価の考え方

（３）実現性

●その他の関係者と
の調整の見通しはど
うか

【河道改修】
・河道の掘削、河道内の樹木の伐採に伴
う関係河川使用者との調整は、従来通り
実施していく必要がある。

・関係機関との合意形成が必要となる
が、関係自治体からは、名勝木曽川、飛
騨木曽川国定公園における河道掘削を含
む案について反対等の意見をいただいて
いる。

・関係機関である岐阜県、美濃加茂市か
ら、日本ラインの景観を形成する奇岩等
に影響を及ぼすため、掘削の実施につい
ては慎重に対応する必要がある。美濃加
茂市周辺の木曽川は哺乳動物(サイ)の足
跡化石や大規模な化石林が発見されてお
り、化石の宝庫である。河道を掘削する
ことは歴史的資源を壊すことになる等の
意見をいただいている。

【河道改修】
・河道の掘削、堤防のかさ上げ及び河道
内の樹木の伐採に伴う関係河川使用者と
の調整は、従来通り実施していく必要が
ある。

・関係機関との合意形成が必要となる
が、関係自治体からは、美濃加茂市にお
いて今時点で相当高い堤防があるなか、
更にそれをかさ上げする案は、危険性が
非常に高くなるためありえない等の意見
をいただいている。

・関係機関との合意形成が必要となる
が、関係自治体からは、名勝木曽川、飛
騨木曽川国定公園における河道掘削を含
む案について反対等の意見をいただいて
いる。但し、河道掘削案、調節池案、流
域対策案より河道の掘削量は少ない。

●法制度上の観点か
ら実現性の見通しは
どうか

●技術上の観点から
実現性の見通しはど
うか

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採
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表 4.3.12(6) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ④持続性 

【新丸山ダム】
・継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理により
持続可能である。

【調節池】
・継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理により
持続可能である。

【放水路】
・継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理により
持続可能である。

【雨水貯留施設・雨水浸透施設】
・雨水貯留施設、雨水浸透施設について
は、効果を持続させるために施設管理者
や土地所有者等との調整が必要となる。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採に伴い樹木繁茂の
監視が必要となるが、管理実績もあり、
適切な維持管理により持続可能である。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採に伴い樹木繁茂の
監視が必要となるが、管理実績もあり、
適切な維持管理により持続可能である。

・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が
必要となるが、管理実績もあり、適切な
維持管理により持続可能である。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採に伴い樹木繁茂の
監視が必要となるが、管理実績もあり、
適切な維持管理により持続可能である。

・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が
必要となるが、管理実績もあり、適切な
維持管理により持続可能である。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採に伴い樹木繁茂の
監視が必要となるが、管理実績もあり、
適切な維持管理により持続可能である。

・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が
必要となるが、管理実績もあり、適切な
維持管理により持続可能である。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採に伴い樹木繁茂の
監視が必要となるが、管理実績もあり、
適切な維持管理により持続可能である。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採に伴い樹木繁茂の
監視が必要となるが、管理実績もあり、
適切な維持管理により持続可能である。

・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が
必要となるが、管理実績もあり、適切な
維持管理により持続可能である。

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採

評価軸と評価の考え方

（４）持続性
●将来にわたって持
続可能といえるか

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

治水対策案１５
放水路案

治水対策案１７
流域対策案
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表 4.3.12(7) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ⑤柔軟性 

【調節池】
・調節池は、貯水容量を増やすために、
調節池内の掘削及び、周囲堤のかさ上げ
により比較的柔軟に対応することができ
るが、掘削量及びかさ上げ高には限界が
ある。

【放水路】
・放水路は、放水路トンネルの増設によ
り比較的柔軟に対応できるが設置箇所の
地形条件等により増設には限界がある。

【雨水貯留施設・雨水浸透施設】
・雨水貯留施設、雨水浸透施設について
は、能力を増強することは技術的に可能
であるが、施設管理者や土地所有者等の
協力が必要となる。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採は、伐採量の調整
により比較的柔軟に対応することができ
るが、伐採量には限界がある。

【河道改修】
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採
は、掘削量及び伐採量の調整により比較
的柔軟に対応することができるが、掘削
量及び伐採量には限界がある。

【河道改修】
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採
は、掘削量及び伐採量の調整により比較
的柔軟に対応することができるが、掘削
量及び伐採量には限界がある。

・更なる堤防のかさ上げは技術的には可
能であるが、橋梁等の施設管理者や土地
所有者の協力が必要となると想定される
ため、柔軟に対応することは容易ではな
い。

【河道改修】
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採
は、掘削量及び伐採量の調整により比較
的柔軟に対応することができるが、掘削
量及び伐採量には限界がある。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採は、伐採量の調整
により比較的柔軟に対応することができ
るが、伐採量には限界がある。

【河道改修】
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採
は、掘削量及び伐採量の調整により比較
的柔軟に対応することができるが、掘削
量及び伐採量には限界がある。

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

治水対策案１５
放水路案

治水対策案１７
流域対策案

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採

評価軸と評価の考え方

(５)柔軟性

●地球温暖化に伴う
気候変化や社会環境
の変化など、将来の
不確実性に対する柔
軟性はどうか

【新丸山ダム】
・新丸山ダム変更計画（案）に対して、
さらに現計画まで４ｍ程度のかさ上げに
より容量を増加させることは技術的に可
能であるが、発電事業者の協力が必要と
なると想定されるため、柔軟に対応する
ことは容易ではない。また、発電容量の
洪水調節容量への振替については、技術
的に可能であるが、発電事業者の協力が
必要となるため、柔軟に対応することは
容易ではない。

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採
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表 4.3.12(8) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ⑥地域社会への影響 

【新丸山ダム】
・湛水の影響等による地すべりの可能性
が予測される箇所については地すべり対
策を講ずる必要がある。

【調節池】
・調節池の新設により、約40haの用地買
収や約30戸の家屋移転などを伴い、地域
コミュニティへの影響がある。

【放水路】
・放水路の新設により、地上権設定や用
地買収が生じるが地域コミュニティへの
影響はないと想定される。

【雨水貯留施設】
・降雨時に貯留を行うことになるため、
学校、公園の利用に影響があると想定さ
れる。

【河道改修】
・特に大きな影響はないと想定される。

【河道改修】
・河道掘削にともなう橋梁の改築による
約170戸の家屋移転など地域コミュニ
ティへの影響がある。

・名勝木曽川及び飛騨木曽川国定公園内
の河道掘削による河川内の奇岩の消失に
より、日本ラインの観光等に影響を及ぼ
す可能性がある。また、平水位高の低下
により消防坂路の延伸や活動に影響を及
ぼす可能性がある。

【河道改修】
・河道掘削にともなう橋梁の改築による
約170戸の家屋移転など地域コミュニ
ティへの影響がある。

・名勝木曽川及び飛騨木曽川国定公園内
の河道掘削による河川内の奇岩の消失に
より、日本ラインの観光等に影響を及ぼ
す可能性がある。また、平水位高の低下
により消防坂路の延伸や活動に影響を及
ぼす可能性がある。

【河道改修】
・特に大きな影響はないと想定される。

【河道改修】
・河道掘削にともなう橋梁の改築による
約170戸の家屋移転など地域コミュニ
ティへの影響がある。

・名勝木曽川及び飛騨木曽川国定公園内
の河道掘削による河川内の奇岩の消失に
より、日本ラインの観光等に影響を及ぼ
す可能性がある。また、平水位高の低下
により消防坂路の延伸や活動に影響を及
ぼす可能性がある。

【新丸山ダム】
・水源地域対策特別措置法に基づく産業
基盤の整備や生活環境の整備、関連する
公共施設の整備により地域振興の可能性
がある一方で、フォローアップの必要が
ある。

【調節池】
・新たに調節池となる区域は、洪水時以
外の土地利用形態によっては、地域振興
ポテンシャルを顕在化させる契機にはな
り得る。
・調節池による治水安全度の向上による
土地利用の変化が、地域振興ポテンシャ
ルを顕在化させる契機にはなり得る。

【放水路】
・放水路による治水安全度の向上による
土地利用の変化が、地域振興ポテンシャ
ルを顕在化させる契機にはなり得る。

【河道改修】
・新丸山ダム下流域では、河道改修とあ
わせた治水安全度の向上による土地利用
の変化が、地域振興ポテンシャルの顕在
化の契機にはなり得る。

【河道改修】
・河道改修による治水安全度の向上によ
る土地利用の変化が、地域振興ポテン
シャルを顕在化させる契機にはなり得
る。

【河道改修】
・河道改修による治水安全度の向上によ
る土地利用の変化が、地域振興ポテン
シャルを顕在化させる契機にはなり得
る。

【河道改修】
・河道改修による治水安全度の向上によ
る土地利用の変化が、地域振興ポテン
シャルを顕在化させる契機にはなり得
る。

【河道改修】
・河道改修による治水安全度の向上によ
る土地利用の変化が、地域振興ポテン
シャルを顕在化させる契機にはなり得
る。

【河道改修】
・河道改修による治水安全度の向上によ
る土地利用の変化が、地域振興ポテン
シャルを顕在化させる契機にはなり得
る。

【新丸山ダム】
・一般的にダムを新たに建設する場合、
移転等を強いられる水源地域と受益地で
ある下流域との間で、地域間の利害の衡
平の調整が必要になる。
・新丸山ダムの場合には、現段階で補償
措置等により、基本的には水源地域の理
解は得ている状況である。
・なお、このように地域間で利害が異な
ることを踏まえ、水源地域対策特別措置
法に基づき実施する事業、木曽三川水源
地域対策基金による事業が実施されてい
る。(なお、平成2年3月に水特法に基づ
くダム指定を受けている)

【調節池】
・調節池では建設地付近で用地買収を伴
うが、受益地は遊水地の建設地付近を含
む下流域である。

・木曽川中流部で調節池を新設するた
め、地域間の利害の衡平に係る調整が必
要となると予想される。

【放水路】
・放水路の建設地は山間地域の地下部分
であるが、受益地は放水路区間の本川流
域であるため、地域間の利害の衡平に係
る調整が必要になると予想される。

【雨水貯留施設・雨水浸透施設】
・雨水貯留施設及び雨水浸透施設の受益
を享受するのは、施設整備を実施した地
域及びその下流であるのが一般的であ
る。

・木曽川中上流部で雨水貯留施設及び雨
水浸透施設を新設するため、地域間の利
害の衡平に係る調整が必要になると予想
される。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、下流から順次河川整備を
進める限り、地域間の利害の不衡平は生
じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、下流から順次河川整備を
進める限り、地域間の利害の不衡平は生
じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、下流から順次河川整備を
進める限り、地域間の利害の不衡平は生
じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、下流から順次河川整備を
進める限り、地域間の利害の不衡平は生
じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、下流から順次河川整備を
進める限り、地域間の利害の不衡平は生
じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね
一致するため、下流から順次河川整備を
進める限り、地域間の利害の不衡平は生
じない。

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

治水対策案１５
放水路案

治水対策案１７
流域対策案

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採

評価軸と評価の考え方

(６)地域社会への
影響

●事業地及びその周
辺への影響はどの程
度か

【河道改修】
・河道掘削にともなう橋梁の改築による
約270戸の家屋移転など地域コミュニ
ティへの影響がある。

・名勝木曽川及び飛騨木曽川国定公園内
の河道掘削による河川内の奇岩の消失に
より、日本ラインの観光等に影響を及ぼ
す可能性がある。また、平水位高の低下
により消防坂路の延伸や活動に影響を及
ぼす可能性がある。なお、河道掘削案、
調節地案、流域対策案より影響は少な
い。

・中濃大橋の架け替えには、国道41号の
長期にわたる通行止めが必要となり、市
民生活や経済活動に多大な影響を及ぼす
との意見をいただいている。

●地域振興において
どのような効果があ
るか

●地域間の利害の衡
平への配慮がなされ
ているか

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採
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表 4.3.12(9) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ⑦環境への影響（1/2） 

【新丸山ダム】
・新丸山ダム完成後は、回転率の変化が
小さいことから、水の濁り、水温上昇等
の水環境の変化は小さいと予測される。

 【調節池】
・調節池は、平常時は貯留しないため、
水温・水質など水環境への影響は限定的
と考えられる。

【放水路】
・放水路は、水温・水質など水環境への
影響は限定的と考えられる。

【雨水貯留施設・雨水浸透施設】
・水環境への影響は想定されない。

【河道改修】
・水環境への影響は想定されない。

【河道改修】
 ・水環境への影響は想定されない。

【河道改修】
 ・水環境への影響は想定されない。

【河道改修】
 ・水環境への影響は想定されない。

【河道改修】
・水環境への影響は想定されない。

【河道改修】
・水環境への影響は想定されない。

【新丸山ダム】
・約110ha（湛水面積増加分）
・動物の重要な種については、その生息
が維持されると予測される。
・植物の重要な種については、生息地の
消失や改変部付近の環境の変化により影
響を受けると予測されるが、移植等の環
境保全措置により環境への影響はできる
限り回避又は低減されると考えられる。

  【調節池】
・ 約90ha（湛水面積）
・調節池の設置により一部の河畔林（約
70ha）の消失に伴い設置箇所の動植物の
生息・生育環境に影響を与える可能性が
あるが、影響は限定的と考えられる。

【放水路】
・放水路は、水生生物の生息や生育環境
に対する影響は想定されない。
・動植物の重要な種について、生息地の
消失や生息環境への影響を受ける可能性
があると予測される場合には、環境保全
措置が必要となる。

【雨水貯留施設・雨水浸透施設】
・雨水貯留施設・雨水浸透施設は、水生
生物の生息や生育環境に対する影響は想
定されない。

【河道改修】

 （樹木伐採面積：約7ha）
・河道内の樹木の伐採により、動植物の
生息・生育環境に影響を与える可能性が
あるため、必要に応じて、移植及び生育
環境の保全などの環境保全対策を講ずる
必要がある。

【河道改修】
（河道掘削面積：約80ha）
（樹木伐採面積：約120ha）
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採等
により、動植物の生息・生育環境に影響
を与える可能性があるため、必要に応じ
て、掘削方法の工夫、移植及び生育環境
の保全などの環境保全対策を講ずる必要
がある。

【河道改修】
（河道掘削面積：約100ha）
（樹木伐採面積：約120ha）
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採等
により、動植物の生息・生育環境に影響
を与える可能性があるため、必要に応じ
て、掘削方法の工夫、移植及び生育環境
の保全などの環境保全対策を講ずる必要
がある。

【河道改修】
（河道掘削面積：約80ha）
（樹木伐採面積：約70ha）
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採等
により、動植物の生息・生育環境に影響
を与える可能性があるため、必要に応じ
て、掘削方法の工夫、移植及び生育環境
の保全などの環境保全対策を講ずる必要
がある。

【河道改修】

（樹木伐採面積：約110ha）
・河道内の樹木の伐採により、動植物の
生息・生育環境に影響を与える可能性が
あるため、必要に応じて、移植及び生育
環境の保全などの環境保全対策を講ずる
必要がある。

【河道改修】
（河道掘削面積：約80ha）
（樹木伐採面積：約110ha）
・河道の掘削及び河道内の樹木の伐採等
により、動植物の生息・生育環境に影響
を与える可能性があるため、必要に応じ
て、掘削方法の工夫、移植及び生育環境
の保全などの環境保全対策を講ずる必要
がある。

【新丸山ダム】
・ダム下流の木曽川において、新丸山ダ
ム完成後はダム貯水池内で洪水が滞留す
る時間の差は大きくないと考えられ土砂
供給量が変化する可能性はあるが、その
変化は小さいと考えられる。

【放水路】
・放水路が合流する付近において、流況
に応じて堆積する可能性がある。その場
合は、掘削が必要となる。

【河道改修】
・土砂流動への影響は想定されない。

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、
再び堆積する場合は掘削が必要となる可

能性がある。（河道掘削量：約270万m3）

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、
再び堆積する場合は掘削が必要となる可

能性がある。（河道掘削量：約250万m3）

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、
再び堆積する場合は掘削が必要となる可

能性がある。（河道掘削量：約270万m3）

【河道改修】
・土砂流動への影響は想定されない。

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、
再び堆積する場合は掘削が必要となる可

能性がある。（河道掘削量：約270万m3）

治水対策案１５
放水路案

治水対策案１７
流域対策案

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

評価軸と評価の考え方

(７)環境への影響

●水環境に対してど
のような影響がある
か

●生物の多様性の確
保及び流域の自然環
境全体にどのような
影響があるか

●土砂流動がどう変
化し、下流河川・海
岸にどのように影響
するか

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採
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【新丸山ダム】
・ダムの堤体及び貯水池により、主要な
眺望点の一部が改変、主要な眺望景観の
一部が変化すると予測されるが、新たな
眺望景観の整備等の環境保全措置によ
り、環境への影響はできる限り回避又は
低減されると考えられる。
・また、人と自然との豊かなふれあいの
活動の場の一部が改変されると予測され
るが、新たな活動の場の整備等の環境保
全措置により、環境への影響はできる限
り回避又は低減されると考えられる。

【調節池】
・新たな周囲堤の設置や調節池内の掘削
により、景観が一部変化すると考えられ
る。

・調節池の新設により各務原市勤労青少
年運動場が消失するなど、人と自然との
触れ合いの活動の場への影響は大きいと
考えられる。

【放水路】
・放水路による景観への影響については
限定的と考えられる。

・人と自然との触れ合いの活動の場に変
化はないと考えられる。

【河道改修】
・河川内の樹木の伐採による景観への影
響については限定的と考えられる。

・人と自然との触れ合いの活動の場に変
化はないと考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削により名勝木曽川、飛騨木
曽川国定公園内の奇岩が消失することや
平水位高が低くなるなど改変を受けるこ
ととなり景観への影響が大きいと考えら
れる。

・河道の掘削により日本ライン下り及び
木曽川鵜飼、化石林等の学術的に貴重な
地質への影響が想定され、人と自然との
触れ合いの活動の場への影響は大きいと
考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削により名勝木曽川、飛騨木
曽川国定公園内の奇岩が消失することや
平水位高が低くなるなど改変を受けるこ
ととなり景観への影響が大きいと考えら
れる。

・河道の掘削により日本ライン下り及び
木曽川鵜飼、化石林等の学術的に貴重な
地質への影響が想定され、人と自然との
触れ合いの活動の場への影響は大きいと
考えられる。

【河道改修】
・河道内の樹木の伐採による景観への影
響については限定的と考えられる。

・人と自然との触れ合いの活動の場に変
化はないと考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削により名勝木曽川、飛騨木
曽川国定公園内の奇岩が消失することや
平水位高が低くなるなど改変を受けるこ
ととなり景観への影響が考えられる。

・河道の掘削により日本ライン下り及び
木曽川鵜飼、化石林等の学術的に貴重な
地質への影響が想定され、人と自然との
触れ合いの活動の場への影響は大きいと
考えられる。

治水対策案１７
流域対策案

調節池（三派川）＋河道の掘削
＋河道内の樹木の伐採

放水路＋河道内の樹木の伐採
雨水貯留施設＋雨水浸透施設

＋河道の掘削＋河道内の樹木の伐採

治水対策案と実施内容の概要 現計画（ダム案）
新丸山ダム案

治水対策案７
河道掘削案

治水対策案７'
堤防かさ上げ案

治水対策案１４
調節池案

治水対策案１５
放水路案

評価軸と評価の考え方

(７)環境への影響

●景観、人と自然と
の豊かな触れ合いに
どのような影響があ
るか

【河道改修】
・河道の掘削により名勝木曽川、飛騨木
曽川国定公園内の平水位高が低くなるな
ど改変を受けることとなり景観への影響
が考えられる。

・河道の掘削により日本ライン下り及び
木曽川鵜飼、化石林等の学術的に貴重な
地質への影響が想定され、人と自然との
触れ合いの活動の場への影響は大きいと
考えられる。 なお、河道掘削案、調節
池案、流域対策案より河道の掘削量は少
ない。

・堤防の隣接地には中山道太田宿の街な
み等があり、堤防のかさ上げによって美
濃加茂市を代表する景観が壊されること
になるため反対であるとの意見をいただ
いている。

　新丸山ダム変更計画(案)
＋河道内の樹木の伐採

河道の掘削＋河道内の樹木の伐採
河道の掘削＋堤防のかさ上げ
＋河道内の樹木の伐採

 

表 4.3.12(10) 治水対策案の評価軸ごとの評価 ⑦環境への影響（2/2） 
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